
令和４年度 10・11・12 月は

国土交通省及び都道府県では、建設業取引適正化推進期間に建設業法令遵守など、建設業取引の
適正化に関する講習会を各地で開催します。詳しくはホームページからご確認ください。

建設業取引適正化推進期間 検 索

期間

契約総額で見積りを作らせていませんか？

担い手確保には、
適正な請負代金・工期・
価格転嫁が必要です。

労務費・法定福利費
は、適正に見積もって
いますか？

～ みんなで守る適正取引 ～

令和 2
令和 3

令和 2
令和 3

令和 2

令和 3



 

（別紙） 

 

令和４年度「建設業取引適正化推進期間」実施要領 

 

 建設業取引の適正化については、従来建設業法の厳正な運用と建設業法令遵守ガイ

ドラインの周知等を通じ、不正行為の未然防止を図るとともに、その推進を図ってき

たところである。 

しかしながら、依然として元請負人から下請負人への違法・不当なしわ寄せ等につ

いて指摘があることから、建設業取引の適正化をより一層推進し、元請負人と下請負

人との対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることが必要である。 

このため、平成２２年度から、毎年１１月を「建設業取引適正化推進月間」とし、

建設業取引の適正化に関する講習会・研修会（以下「講習会等」という。）などの普

及・啓発活動を集中的に実施してきたところである。  

令和４年度については、昨年度に引き続き、１０月から１２月を「建設業取引適正

化推進期間」（以下「期間」という。）として、下記により、新型コロナウイルス感染

症拡大防止対策を講じつつ、幅広く実施することとする。 

 

記 

 

１．期間 

   令和４年１０月１日～１２月２８日 

 

２．主催 

   国土交通省及び都道府県 

 

３．協賛 

   公益財団法人建設業適正取引推進機構 

 

４．主な取組み 

（１）建設業取引の適正化に関する普及・啓発活動 

上記期間は、建設企業等に対して建設業取引の適正化に関する普及・啓発活動

を行う重要な機会であるため、次に掲げる方法等により、その実施について幅広

く周知する。 

①  地方整備局（北海道開発局及び沖縄総合事務局を含む。以下同じ。）、都道府

県及び建設業関係団体への通知文発出 

②  専門紙、雑誌、インターネット等を通じた広報 

③  地方整備局、都道府県及び建設業関係団体のホームページ等を活用した広

報 

④  国土交通本省、地方整備局、都道府県及び建設業関係団体の施設における

ポスターの掲示 

 

 



 

（２）講習会等 

① 講習会等の開催 

建設業取引の適正化をより一層推進するため、建設企業等を対象とした講習

会等を、期間内を中心に開催する。開催にあたっては、新型コロナウイルス感

染症拡大防止の観点から、ウェブでの講習開催や、対面での講習においては消

毒液（アルコール等）の設置、他の受講者とできる限り２メートルを目安に一

定の距離の確保、換気の励行等に努める。 

 

② 留意事項等 

ⅰ 改正建設業法が令和３年４月１日より完全施行され、建設業取引の適正化

に関するルールも一部改正されたことから、改正後の建設業法令・通達、改

訂された建設業法令遵守ガイドラインなどについて、原文をただ配布するだ

けでなく、要点をまとめた資料や「建設企業のための適正取引ハンドブック」

等を活用する等、参加者等が講習内容をより分かりやすく、かつ、より深く

理解できるよう、周知方法を工夫する。 

ⅱ 駆け込みホットライン、建設業取引適正化センター及び建設業フォローア                                                                      

ップ相談ダイヤル等の各種相談窓口等について周知する。 

ⅲ 令和２年７月に中央建設業審議会において作成され、実施が勧告された

「工期に関する基準」について周知する。 

ⅳ 労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負 

代金の設定及び適正な工期の確保並びに下請代金の支払手段について、令和 

４年８月に改訂した建設業法令遵守ガイドラインを活用し周知する。 

 

（３）立入検査及び報告徴取 

期間内は、地方整備局、都道府県並びに地方整備局と都道府県による合同の立

入検査及び報告徴取（以下「立入検査等」という。）を重点的に実施し、立入検査

等の結果、法令違反や不適切な行為が見受けられた場合は、必要に応じて指導・

監督を行う。 

また、立入検査等を実施する際は、各種相談窓口についての周知も併せて行う

こととする。 

なお、立入検査を行う場合には、立入検査職員並びに検査先企業の新型コロナ

ウイルス感染症拡大防止に最大限に注意する。 

 

（４）その他 

上記のほか、地方整備局及び都道府県は、建設業取引の適正化の確保に向け、

自主的な取組の実施に努める。 

 

 


